
導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

【人口構造】 

本市の総人口は令和６年１２月末時点で１９４，４５１人であり、年齢構成は年少

人口（１５歳未満）が１９８０年代前半をピークに減少し１１．７％、生産年齢人口

（１５歳以上～６５歳未満）が２０００年代半ばをピークに減少し６２．１％、老年

人口（６５歳以上）が一貫して増加を続けており、２０００年代半ばに年少人口を上

回り２６．２％となっている。 

 

【産業構造】 

令和２年の国勢調査によると、本市の総就業者数は９４，１３５人であり、そのう

ち、製造業への就業者が２８．４％を占めており、全国平均の１５．９％と比べて高

い。このことからも、本市の産業構造においては、製造業への比重が高い都市である

ことがわかる。 

さらに、製造業の内、製造品出荷額、事業所数、従業員数とも輸送用機械器具製造

業の占める割合が非常に高く、令和３年経済センサスによると、製造品出荷額で輸送

用機械器具製造業の占める割合は約４９％にのぼる。 

一方で、輸送用機械器具製造業の多くは、大手自動車メーカーからの受注生産に特

化して事業展開する中小企業者が多いため、大手メーカーの生産計画に左右される傾

向が強い。 

 

【中小企業者の実態等】 

本市の製造業においては、ウクライナ情勢、物価高騰、半導体不足などに起因する

大手自動車メーカーの生産調整に左右される傾向が強い反面、新型コロナウイルス感

染症拡大による自粛期間において、研修などの人材育成に取り組む中小企業もあり、

長年培ってきた技術に磨きをかけ、新たな取引先からの仕事を受注することも試みら

れている。また、近年では、カーボンニュートラル、ＤＸ、ＳＤＧｓなどの取組を取

引先から求められることがあるため、この機会に自社の生産体制を見直すなど、足腰

の強い企業への転換を図る意識が高まりつつある。  

一方で、人手の確保、老朽化した設備の更新、事業の継承など、喫緊に解決すべき

課題が山積している。  



（２）目標 

本市では、「鈴鹿市総合計画２０３１」において、ものづくり企業の経営安定や生産

性向上のため、産学連携の研究開発の強化、人材育成、ＣＯ２排出量削減支援、企業

と高等教育機関等のマッチングの強化といった取り組みを通じ、ものづくり企業の高

度化及び活性化を進めている。これらに加えて、計画期間内で、累計４０件以上の、

中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画を認定することで、本市中小企業

者の更なる生産性向上を図ることとする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

申請のあった事業者の労働生産性が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

本市は、産業が多岐にわたるため、広く生産性向上を実現する必要がある。従って、

本計画において対象とする設備は中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定

める先端設備等のすべてとする。 

ただし、本計画は地域雇用の創出や地域経済の発展を図る目的であることから、太

陽光発電設備等に関しては、市内に労働者が常駐する事業所又は工場を有し、自らが

電力を消費する目的に設置するもののみを対象とし、全量売電するための設備は対象

としない。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本市は、東に伊勢湾、西に鈴鹿山脈があり、市の中央部には鈴鹿川が流れる豊かな

自然環境の下で発展してきた都市で、この自然環境により本市の全域で一次産業が行

われている。また、本市は東に国道２３号線、西に東名阪自動車道と平成３１年３月

に開通した新名神高速道路、さらに、令和５年度に全線開通した中勢バイパスがあり、

これらの幹線道路と接続しやすい位置に二次産業が広く分布している。 

そのため、本市全体の発展には、本市全域の発展が必要不可欠であり、本計画の対

象地域は鈴鹿市全地域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

本市は、これまで自動車産業などの製造業を中心に発展してきたが、その他にも、

農業、水産業、商業なども盛んで、バランスの取れた産業構造を有していることが強

みである。 

また、各業種において、事業者が、新製品の開発や省エネルギー化の推進等、様々

な事業を行うことが、本市産業の活性化に繋がっている。 

そのため、本市の発展には、すべての産業において、労働生産性が年率３％以上向

上することが見込まれる事業を計画の対象とする必要があり、本計画の対象業種・事

業を全業種・全事業とする。 



 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

国が同意した日から２年間（令和７年４月１日～令和９年３月３１日）とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

先端設備等導入計画は３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇用の

安定に配慮する。 

また、公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについて

は先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

その他、必要に応じ労働生産性年率３％以上の確認をとるために、事業報告書等の

提出を求める等、事業遂行の安定に配慮する。ただし、小規模企業者を含めた中小企

業者に対する過度な負担とならないよう配慮する。 

 

（備考） 

用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 


